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１．はじめに 
令和元年 10 月 1 日より消費税率が 8％から 10％に引き

上げられ、それに伴い飲食品や新聞などを対象とした軽減
税率制度が導入されました。軽減税率制度により 10％・8％
と複数の消費税率が混在するため、仕入税額控除の要件と
して税率毎に区分した区分記載請求書の発行が求められる
ことなりました。日常の経理処理実務に大きな影響を及ぼ
したことは記憶に新しいです。 

この消費税の仕入税額控除制度において、区分記載請求
書に代わり令和 5 年 10 月 1 日から適格請求書(いわゆるイ
ンボイス)等保存方式が導入されます。また適格請求書発行
事業者としての登録も令和３年 10 月 1 日からスタートし
ます。適格請求書等保存方式が導入される令和 5 年 10 月 1
日に登録を受けるためには令和 5 年 3 月 31 日までに登録
申請をする必要があるため注意が必要です。 
 

２．適格請求書(インボイス)制度の概要 
①適格請求書(インボイス)とは 

売手が買手に対して、正確な適用税率や消費税額等を伝
えるものです。具体的には、現行の区分記載請求書に登録
番号、適用税率及び消費税額等の記載が追加された請求書
等の通称になります。 
《適格請求書(インボイス)の記載事項》 

a 適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び登録番号 
b 課税資産の譲渡等を行った年月日 

c 課税資産の譲渡等の内容(軽減税率の対象である場
合にはその旨) 

d 税抜価額又は税込価額を税率ごとに区分して合計し
た金額及び適用税率 

e 税率ごとに区分した消費税額等 
f 書類の交付を受ける事業者の氏名又は名称 

②適格請求書(インボイス)制度とは 
 売手である登録事業者は、買手である取引相手から求め
られたときは、適格請求書(インボイス)を交付しなければ
なりません。また、交付した適格請求書(インボイス)の写し
を保存しておく必要があります。 
 買手は仕入税額控除の適用を受けるために、原則として
取引相手である登録事業者から交付を受けた適格請求書
(インボイス)※の保存等が必要となります。 
※買手は、自らが作成した仕入明細書等のうち、一定の事
項(適格請求書に記載が必要な事項)が記載され取引相手の
確認を受けたものを保存することで、仕入税額控除の適用
を受けることもできます。 
 

３．適格請求書発行事業者の登録制度 
適格請求書発行事業者の登録を受けることができるのは、

課税事業者に限られます。適格請求書発行事業者の登録を
受けようとする事業者は、納税地を所轄する税務署長に登
録申請書を提出する必要があります。なお、登録申請書は、
令和 3 年 10 月 1 日から提出することができます。適格請
求書等保存方式が導入される令和 5 年 10 月 1 日に登録を
受けるためには令和 5 年 3 月 31 日までに登録申請をする
必要があります。 
 

４．登録の効力 
 税務署長は登録を受けた事業者に対してその旨を書面で
通知することとされていますが、適格請求書発行事業者の
登録の効力は、適格請求書発行事業者登録簿に登載された
日(登録日)に発生します。なお、令和 5 年 10 月１日より前
に通知を受けた場合であっても、登録日は令和 5 年 10 月 1
日となります。 

 

５．免税事業者の取り扱い 
消費税の納税義務が免除される事業者を免税事業者とい

いますが、適格請求書発行事業者の登録は上記 3 で記載し
たとおり課税事業者に限られます。取引先が仕入税額控除
を受けるためには適格請求書(インボイス)の保存が要件と
なるため、令和５年 10 月 1 日以降も継続して免税事業者と
なる場合は次のようなリスクが顕在化する可能性がありま
す。 
《顕在化するリスクの例》 
① 他の適格請求書発行事業者に取引先を変更される。 
② 取引先から消費税分の仕入価額の値下げを要求される。 

自社が課税事象者であったとしても、既に取引がある会
社が免税事業者の場合は、自社で仕入税額控除を受けるこ
とができないため、取引先への事前確認及び十分な準備、
検討が必要となります。 

 

６．経過措置 
令和 5 年 10 月 1 日以降適格請求書発行事象者以外の者

からの仕入れについては仕入税額控除を行うことができま
せんが、一定期間に限り、適格請求書発行事業者以外の者
からの仕入れであっても、仕入税額相当の一定割合を仕入
税額として控除できる経過措置が設けられています。 
経過措置を適用できる期間等は次のとおりです。 
《経過措置を適用できる期間等》 
① 令和 5 年 10 月 1 日から令和８年 9 月３０日まで 

仕入税額相当額の 80％ 
② 令和８年 10 月 1 日から令和 11 年 9 月 30 日まで 

仕入税額相当額の 50％ 
 

7．おわりに 
適格請求書(インボイス)制度の導入により自社での制度

整備だけでなく、既存取引先の適格請求書制度導入の可否
を確認することが重要となりました。適格請求書発行事業
者への登録、要件を満たした適格請求書(インボイス)に対
応するためにも一定の期間が必要なため、お早めの準備・
手続きを推奨します。 


